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○ 「子ども・子育て支援新制度」における利用者負担額（以下，「保育料」という。）の国基準額のうち，低所得者世帯階層部分が当初案から変更

されたことに伴う本市保育料案について報告するもの 

 

 

 

 
現行の保育料（幼稚園は全国の幼稚園保育料の平均額，保育所は国が定める現行保育料）を基本とし，保護者負担額は変わらないよう設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

幼児教育無償化に向けた取組（低所得者世帯への支援）を行う。 

（具体的には，市民税所得割非課税世帯に係る国基準額について，１号認定保育料のみ当初案の【９，１００円】を【３，０００円】に引き下

げる。ただし，２号・３号認定保育料の国基準額の引き下げは実施しない。） 

 

 

 

 

 

 

 
 

１ 保育料の国基準額について 

⑵ 今般，新たに提示された国基準額について（平成２７年１月） 

⑴ これまでに提示されていた国基準額について（平成２６年５月） 

利用者負担額（国基準額）の一部変更について 

【上記を踏まえた本市の基本的な考え方】 

１号認定保育料の設定については，本市に所在する幼稚園における保育料の平均額を基礎とし，保護者負担額が現行より上がることがな

いよう設定する。２号・３号認定保育料の設定については，応能負担の原則に基づき，本市独自に軽減策を実施してきた経緯等を踏まえ，

本市の現行の保育所保育料を基本とし，保護者負担額が現行より上がることがないよう設定する。 

また，利用時間の短い１号認定保育料が，利用時間の長い２号認定保育料を上回ることのないようバランスを考慮し，設定する。 

【本市保育料案における低所得者世帯への対応状況】 

本市保育料案については，１号認定保育料と２号・３号認定保育料の階層をそれぞれ細分し，階層区分を一致させた上で，利用時間の

短い１号認定保育料が利用時間の長い２号認定保育料を上回ることのないよう全体的なバランスを考慮しながら，所得に応じた独自の軽

減を図っており，その結果，これまで以上に子育て世帯への経済的軽減につながるものとなっている。 

特に，低所得者世帯に対しては，給付対象施設に通う全ての子どもの市民税均等割非課税世帯を０円としているほか，年収３６０万円

未満の世帯の保育料についても低廉な設定であり，十分配慮したものとなっている。 
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３歳児 ４歳以上児

－ ①生活保護世帯 － ①生活保護世帯 ０円 ０円

～230万円 ②市民税非課税世帯 ０円 ０円

～270万円
③市民税所得割
 　非課税世帯

３，０００円 ２，０００円

～290万円
④市民税所得割課税額
   ４８，６００円以下

５，０００円 ４，０００円

～360万円
⑤市民税所得割課税額
   ７７，１００円以下

７，０００円 ６，０００円

～410万円
⑥市民税所得割課税額
　 ９７，０００円以下

９，０００円 ８，０００円

～440万円
⑦市民税所得割課税額
　 １０９，０００円以下

１２，０００円 １０，０００円

～580万円
⑧市民税所得割課税額
   １６９，０００円以下

１４，０００円 １２，０００円

～680万円
⑨市民税所得割課税額
   ２１１，２００円以下

１５，０００円 １３，０００円

680万円～
⑤市民税所得割課税額
   ２１１，２０１円以上

680万円～
⑩市民税所得割課税額
   ２１１，２０１円以上

２１，０００円 １８，０００円

階層区分
（参考）
推定
年収

月額

２０，５００円

２５，７００円

～360万円
③市民税所得割課税額
   ７７，１００円以下

１６，１００円

②市民税所得割
 　非課税世帯

～270万円

（参考）
推定
年収

階層区分 月額

本市保育料案国基準額

＊　ただし，給付単価を限度とする。
　　（給付単価に含む公定価格の加算項目については，現在国で検討中。）

０円

 ９，１００円　→　３，０００円

～680万円
④市民税所得割課税額
   ２１１，２００円以下

 

今般，変更のあった１号認定の階層における本市保育料案は，市民税所得割非課税世帯【３歳児３，０００円，４歳以上児２，０００円】，市民

税非課税世帯【３歳児・４歳以上児ともに０円】と，いずれも国基準額３，０００円の範囲内となっていることから，現行案の通りとする。 

なお，次年度以降，低所得者階層における国基準額が，予算の範囲内において，段階的に引き下げられていく可能性があるものの，現時点では実

施範囲（対象とする階層や金額等）が不透明であることから，その都度の国の検討結果に応じ，本市保育料についても検討を図るものとする。 

 

 

２ 本市保育料案について 

＜参考＞ 新たに提示された１号認定子どもにおける保育料（国基準額）と本市保育料案 


	4-1　表紙（資料3）
	4-2　資料3

